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市 場 経 済 化 の 進 展 と労 働 移 動 構 造 の 変 容
一中国・ベトナムにおける労働世界の新しい分節化をめぐって一

社会学部 松 戸 武 彦

1.問 題の所 在

近年 にお ける東 ア ジア、東 南 ア ジアの経済 的伸 長 は この地域 に大 きな社 会変動 を もた ら

した。一一般 に こう した大 きな社会 変動 は当該社 会 の 中に社会 的諸勢 力の新 しい布 置状 況 を

生 み 出 し、そ れが既成秩 序 の流動化 を引 き起 こす。 なかで も中国 、ベ トナム は既 成秩序 が

社 会主義 とい う基本原 理 に適 応す るか た ちで形 成 され てい る とい う事 情 に よって、変動 の

社 会的意味 は社 会変動 の著 しい タイや イン ドネシア、マ レー シアな ど、他 の ア ジア諸 国 と

比べ て も異 なった もの になって いる と考 え られ る。 つ ま り、 これ ら二 つ の国 は、社会主義

政 党の指導 の下 に一般 大衆 に至 る まで その理念 に基 づ いて 「一一・枚 岩」 的 な団結 を誇 る国で

あ った。 が しか し、 この地域 にお け る最近 の社 会変動 は生 活基盤 の 多様 化 を通 じて、 こう

した`根 本 理念'に 大 きな変容 を迫 る もので あ った といえ る。

もっ とも、社会 主義 国の一一枚 岩 的特 性 が一つ の理念 で あ って、実態 とは大 きな隔た りを

示 して きた こ とは よ く知 られてい る こ とであ る。す なわち、党 ・行政 の幹部 達 といわ ゆる

L般 大衆」 の 間 には権 力 の配分
、経 済 的機 会へ の接 近可 能性 な どに関 して、大 きな隔絶

が あ った ことは もはや周 知の事 実 であ る。 したが って、 ここ二十 年 の問 に これ らの国 に生

じて きた変化 は、単 層 の社会 に新 しい階層 化が進 展 して い くとい う、単 純 な図式 よ りも、

こう したの従 来型 の社会 的分化 に重層 的 に重 なるか た ちで 、経済 変動 を起 因 とす る別 の社

会 的分 化 、多様 化 が進 んで きた点が 問題 なので あ る。 この意 味 で、 これ ら二つ の国 の社 会

には、社会 階層の再 編成 に伴 い、新 た な社 会的分 節点 が形成 され、新 た な社会 的階層 化が

生 じてい る とい え よう。 そ して、 こ う した社 会 階層 の流動化 と再構造 化 に よって 、一枚 岩

を前提 とす る よ うな`社 会主義 的'既 成秩序 は大 きな挑 戦 を受 け ざるを えな くなってい る。

とはい え、現 象が持 つ社 会的意 義 の大 きさに比べ て、 こ う した社 会 的分化が どの ような

か たちで、 どの よ うな点 で生 じてい るかの研 究 は多 くない ようにみ える。 た しか に、全体

社 会 を単位 と した階層 化 、労働移 動 の研 究 は出 て きてい るが 、新 た な社 会的分 節点 の形成

に関 して ミクロ とマ クロ を結 ぶ実 証 的研 究が 今後必 要 だ と思 われ る。本稿 の課題 は こう し

た研 究上 の手 薄 な局面 を埋 め る意 図 を もって、 中国 、お よびベ トナ ムの企 業従 業員調査 か

ら社会 的分節点 の位置 とあ り方 、お よびそ の社 会的帰結 につ い て検 討す る ものであ る。 こ

の場合 、 この ような観 点 か ら本稿 で は、 ミクロ とマ クロの局面 を連 結す る次元 と して企 業

に着 目 し、企業 の特性 と労働 移動 に関 す る項 目を関連付 け る こ とに焦点 をお くこ とにす る。

本論 に入 る前 に本稿 で検討 の材 料 に使 った各調査 の概 略 を記 してお く。 サ ンプル の構造
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な ど概 略 は参 考文献3、4、7参 照。

1.天 津 企業 工 会調 査 調査 時 点:1990年2月 対 象地:天 津 対 象企 業:冶 金(1400人

規模)、 航空 関係機材(3000人 規模)、 建 築材料(5000人 規模)、 紡績 機械(5000人 規模)、

ボ ンベ(1000人 規模)、 計測 機械(2000人 規 模)、 製薬(1000人 規 模)、 絨 毯(1000人 規模)、

百貨店(1500人 規模)た だ し、すべ て全民所有 制企 業。企 業規模 等 につ いて は参 考文献

6参 照。 配付 数900回 収893(99.2%)対 象抽 出法:上 記 企業 ご と100名 配 布 。層 化比

例 抽 出。 ただ し、完 全 な ラ ンダムサ ンプ リング とは いえず。協 力:天 津社 会科学 院社 会

学研究 所

2.中 国企 業工 会調 査(以 下、 中国工 会調 査)調 査 時点:1995年6月 対象 地:大 連 ・

北 京 ・温 州 ・深 川 対 象 企 業:大 連A石 油化 工 企 業 、北京B石 油化 工 企 業(B1絨 毯、

お よびB2石 油精 製 の2工 場)温 州C発 電 企 業、温 州D集 団企 業 、深 川E工 作 機 械企 業 、

深川F電 子 部品企 業、深 川G建 設 開発 企業 。 ただ し、すべ て国有 企業。 企業規模 等 につ

いて は参 考文 献3参 照 。配付 数1400回 収1236(83.3%)対 象 抽 出法:大 連 、北 京、

温 州の一部 は系統 抽 出、集合調 査。 た だ し、完 全 な ラ ンダムサ ンプ リング とは言 えず。

他 は工会 に依頼。協 力:中 国社 会科 学院 、 中国工 運学 院

3.ベ トナム企業 労働 者調 査(以 下、 ベ トナ ム調査)調 査 時点:1996年9月 対 象 地:

ハ ノイ ・ホチ ミン市 対象企 業:ホ チ ミン染 色工業 企業 、ホ チ ミン電 機部 品企業 、ホ チ

ミン縫 製企業 、ハ ノ イたば こ産業 企業 、ハ ノ イ輸 出機 械加 工企 業、ハ ノイ縫 製企業 た

だ し、1.4.5番 目は国有企 業。2は 市 営。3は 個 人企業 。6は 株式 会社 。企業規模 等 な どに

つ いて は参 考文献7参 照。 配付 数1600強 回収1587(約98%)対 象抽 出法:各 企 業 窓

口を通 じた配付 。

協 力:ホ チ ミン経 済大 所属 の専 門調査機 関 に委 託

4.日 本労働 組 合調査 調 査 時点:1997年9月 対 象地:関 西 地 区 対 象企 業:織 物 企業

D(1000人 規模)、 工作 機械 製 作C(400人 規模)、 機 械部 品製作A(200人 規模)、 機械

部 品製作B(7000人 規模)、 石 油精 製加 工F(中 規模)、 石 油精 製 加工E(大 規模)、 電

器G(大 規 模)配 付 数3000回 収2866(95.5%)各 企 業配付 数等 につ いて は参 考文

献4参 照。

対象抽 出法:各 企業 労働組 合 窓〕 を通 じた配付 。 したが って、対 象 は組 合員。協 力:連

合大 阪、各労働 組 合

5.北 京 ・西安 調査 調査 時 点:2000年4月 対 象地:北 京 、西安 接触 した総 対 象数:

2043。 回収対 象数:北 京600、 西安600。 総計1200対 象 抽 出法:層 化確率 比例抽 出。協

力:零 点調査 公司 に委託,

一22一



「奈良大学情報処理セ ンター年報No
.12」

2.労 働移動指標と企業特性

a.転 職回数

まずは じめに、流動化 に関する単純な確認から始めよう。ここで対象とする調査のなか

で転職経験者がどのくらいの割合になるかを単純に確認することから始めよう。表1が そ

の結果である。転職経験が多い順に北京 ・西安調査(2000)〉 ベ トナム調査(1996)〉 中国

工会調査(1995)〉 日本労働組合調査(1996)〉 天津調査(1990)の 順 に並んでいる。0見

して気がつ くことは、中国の労働移動率の増加である。一般に年齢が高いほど転職のチャ

ンスがあるので、各調査の調査対象の平均年齢を見てみなければならないが、それを考慮

してなお、この増加は明らかに改革 ・開放政策の進展に起因することである。また、ベ ト

ナムにおいても平均年齢が低いにもかかわらず、転職経験を持つ人の割合が高いことも注

目するべ きである。時系列的な比較はできないにしても、平均年齢の低さとドイモイ政策

の起点が中国の改革 ・開放政策の起点と比べて約10年 近 く遅れていることを考慮す るとベ

トナムの労働移動の大 きさは、ベ トナム社会の社会変動の急激さを示唆させるにたる。ま

た、ベ トナムと中国との比較はともか く、1990年 の天津調査 をのぞいていずれの調査 も日

本より転職経験 をもつ人の割合が大きいこ表1転 職経験有の割合と調査対象の平均年齢

とは意外な結果であった。

とはいえ、こうした単純集計は有意調査

の場合サンプルの偏 りの影響 を反映してい

るにす ぎないという懸念がある。 したがっ

て、労働移動と他の要因とのクロス集計から労働移動を規定する要因を考えてみることに

した。ここではまず、企業の特性と労働移動を関連づけるという意図を分析に反映させる

という意味からも、企業別に平均転職回数を図化 してみた。(図2～ 図4参 照、ここで使

う企業の名称 についてもこれらの図参照。ただし天津調査は転職回数を聞く質問項目をも

うけておらず、この分析からはずした。また、北京 ・西安調査も地域調査の形をとってお

り、企業別のクロス集計がとれない)こ こか ら一見 して認めることができる点は、企業間

の差異よりも中国、ベ トナム双方ともに南北の地域間の差異が顕著であるということであ

る。0般 に双方 とも北部地域の企業における平均転職回数が相対的に低い。中国の場合、

資本主義的要素の導入が深flilを始め とした南部地域で時期的にも早 く内容的にも活発であ

り、反対に東北部の国有企業群が市場経済化の遅れもあ り企業経営の点で苦 しいことはよ

く知られている。そして、このような結果は一見する限 り、活発な企業活動を展開する南

部新興企業群に対 し、停滞的な北部在来型国有企業群 という通俗的な図式化に照応する分

か りやすい結果であるように見える。また、ベ トナム経済の地域的格差を理解しようとす

る場合にも比較的長期の社会主義的経済運営の下で市場経済化の進展に遅れをみせるハノ

イ経済圏と外資の活発な導入によって経済の活性化が著しいホチミン市経済圏という対比

転職経験有 平均年齢
天津調査1990 18.9%0169) 38.2

中国工会調査1995 30.6(378) 33.4

北 京 ・西安調査2000 36.3(378) 38.9

ベ トナム従業員調査1996 34.8(553) 32.1

日本労働組合調査1996 24.6(706) 35.7
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図1企 業別平均転職回数(中 国)

1:「一 一∵ 一 一 「

5(i

70

鞍1
藍 鰍

%,
ン.,,cこ う した南 北 の地 域 間の差 異 に重 な るか た隆
・

ちで 企業 の特徴 と転職 回数 との結 びつ きを

見 て とる こ とが で きる。 つ ま り、① 労働 移

動 が 相対 的 に多 い 中国南 部 の企業 の 中で 、

深 珊F電 子部 品企 業 だ け は他 の深 珊企 業 と

H

ホ緊/国 営染色 蔚 こノ個 人縫製 ・ノ'国営機械
紆1ノ市営電気部品 ・・〃国営}ぱ 二 、塚株縫製

図2企 業 別 平均 転職 回 数(ベ トラ ム)

の か た ちで そ れが な され る こ とは、 しば し

ば 目にす る ところで あ り、 この結 果 はそ の

よ うな大方 の平均 的見 解 を支持 す る もの の

ようにみ える。

しか し、 こ う した表面 的 で通俗 的 な理 解

を越 え て、 もう少 しデー タを詳 細 に見 る と、

比べ て転 職 回数 は低 い。 この場 合 、 これ ら

の企 業に 関す る企 業 デ ー タ、お よび聴 取調

査(深 土川市工 会 を含 む)か ら、企 業 の成 り

立 ち と業態 が従 業 員の平 均転 職 回数 の相 違

の 原 因 にな ってい る こ とが 想定 され る。 つ

ま り、深 埆G建 設 は市 の管理 部 門が経 済 改

革の流れの中で企業化 した ものであるし、深珊E工 作機械企業は深堀市の中に本拠を持つ

企業であ り、そのことから新興経済都市である深堀市の企業群の中でこれら二つの企業が

一定の 「社会的地位」を持つ企業であることがわかっている。 したがって、これら二つの

企業は深"柿 の内外か らいろいろな経路 を通った転職経験者を受け入れる受け皿的機能を

持つ企業であると考えられるのである。これに対 し、深士川F電 子部品企業 は本体が四川省

にある企業の、いわゆる子会社であり、それから予想できるように深川F電 子部品企業は

企業 目的を収益性のみに特化 した、若年労働力を主体とする人件費節約型の労働集約型生

産形態が特徴である企業ということになる。そして、このことを転職現象と関連させて、

従業員の側から見ると自分の職業的生涯の最初の部分をこの企業から始める型の企業であ

ると考えられるのである。
iU　 り　 へ 　

同 じ状 況 は ベ トナ ム で も ホ チ ミン市 営 電b4)・65「 司

機部品企業 にみ ることがで きる。 この企業

も、平均転職回数が北部企業と比べて多い

ホチ ミン市地域の企業群のなかで相対的に

転職回数が少ない企業である。その意味で

国の相違を越えて前記の深堀F電 子部品企

業 とよく似たパ ターンを示 しているといえ
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る。そ して ここも工場の視察、および聴取調査から若年女子従業員が主体の人件費節約型

労働集約型企業であることがわかっており、彼女らが職業的生涯の中で最初のキャリアを

記す企業であることが観察されている。この場合、深士川F電 子部品で もホチ ミン市営電器

部品でも従業員の大半は`フ ロー'と して存在 し、従業員たちは以後の職業的生涯の第一

歩をこの種の企業で始め、世代内社会移動の道を歩み始める。さらに、興味深いことは、

この二つの企業がいずれも形式的には公営企業でありながら実態としては、本体の公営企

業の収益性を確保するために分社化 された企業である点である。前述したように深flilF電

子部品は本体企業が四川省 にある、いわゆる子会社であるし、ホチミン市営企業 も香港企

業を介 した日本企業の実質的下請け専門企業である。ここから外資系、あるいは合弁企業

以外の企業でもそれらと構造的相似性を持つ企業群が中国、ベ トナム双方に存在すること

がわかってくる。そして、これらの企業が、その中で職業的キャリアの第一歩を始める若

年労働力が大半を占める労働集約的発展途上国型の企業として、市場経済化、資本主義化

の速度、深度ともに著 しいこの地域の地域的特性と共鳴 し合いながら存在するのである。

つまり、彼 ら、彼女らは転職人生を展開していく上で当該企業が初職 として位置を占めて

いるのである。そして、このことが、これらの企業従業員の転職回数を相対的に低 くして

いる原因になっていると考えられる。

この意味を企業類型の観点から見てみると次のようになる。すなわち、社会主義国のな

かで比較的早期から市場経済化や開放政策の対象になった地域では、転職回数を基準とし

て大ざっぱに分けて、二種の企業型が存在する。一一方ではそこでの企業社会の中で中心を

占める企業群が存在し、他方で若年労働力を主たる対象にした企業群が 「二級公司」、「三

級公司」などの呼称を与えられながら企業内分社化などの経営手法の結果として生み出さ

れてくるということになるのである。そして、このような中国、ベ トナムの企業社会の構

造を現代日本の企業社会の場合と対比させるとつぎの二点で際だった対照をみせているこ

とになる。つまり、「二重構造論」 という用語が示唆するように二種の企業が階層性 を保

ちながら並存することは日本においてもしばしば議論 されてきたところである。 しか し、

中国、ベ トナムの 「改革先進地域」では中軸的企業が`旗 印'と しての社会主義性 を標榜

し、政権内部でエスタブリッシュな存在として社会主義的パターナリズムの論理のなかで

従業員のリクルー トに関する構造 的特権性を享受しているようにみえること、およびその

対極 として多 くの場合が出稼ぎ型であることを想像させるような、若年労働力に従業員が

特化 した企業が数多 く存在していることである。確かに日本においても二重構造の下方企

業においては若年労働力の初職として位置を占めてきたことまちがいない。しかし、上方

企業においても(少 な くとも理念 としての)長 期安定雇用が機能することによって、初職

として入社 した企業が、そのまま多くの場合定年を迎える企業であることが多かった。 し

かし、中国、ベ トナムでは改革先進地域の中核企業は、転職キャリアの展開先として位置
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を占めている といえよう。

さらにまた、これとの関連でベ トナムの縫製企業では女子工員が主体という点で同様の

構造をもつ深flilの電子部品企業 と比べてハ ノイ、ホチ ミン市いずれでも高い平均転職回数

を示していることは興味を引く。ここでも従業員は基本的にフローとして存在するが、電

子部品工業と相違するのは最初の0歩 を記す型の企業ではな く、 フローの経過の中で短期

的に`滞 在'す る型の企業であることである。同じ労働集約型企業の中でもその工程の技

術性のあり方、および女子労働力活用の伝統的な型(縫 製は昔か ら女子労働のひな型であっ

た)の 相違で労働移動 に関 して異 なった結果を持つ企業が存在することは、発展途上国の

中の工業化と労働移動 との関連の問題にとってより詳細な検討を加える必要のある重要な

材料を提示していると考えられる。(た だ し、図4に 見 られるように中国では紡績、縫製

業の転職回数はそれほど高 くない。ここには、中国の国有企業とベ トナムの企業の従業員

管理あり方の相違が反映 していると思われる)

つ ぎに、企業別

平均転　 グ:〕:一 下 へ 一 「

.8ることは、②転職

回数の少なさでは

似ているが全 くそ

の内容を異にする

企業群が存在する

ことである。つま

り、上述した若年

労働力中心の人件

4

9
臼
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翌
貿
斗
e
藩
回
響
歴
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⊥L._」
一般製造業 サーヒス、金融 電子、通信 紡績、縫製
建築、開発 エネルギー等 農業

図4業 種別平均転職回数(北 京西安調査)

費節約 型労働集 約型企 業 と大 連 、北 京 の従来型 大型 国有企 業や ハ ノ イの 国営 企業 との対比

か ら出て くる見 方で あ る。 この場 合、転 職 回数の少 な さは、深川 や ホチ ミン市 の若年労働

力主体 の電子部 品組立 工業 とは異 な りス トック型 の従 業員 構成(そ れ は また従業 員の 人事

管理 のあ り方 で もある)と 結 びつ い た結 果で あ る と考 え られ る。

ただ し、この場 合、大 型 国有 企業群 とい って もそ の規 模 や安定性 に中心 を置 くカテ ゴ リー

との 関連で この事象 を見 てい く見 方 とは異 な り、石油 化工 や発電 とい った装 置工 業系 の業

態 に着 目 して、そ れが低 い転 職 回数 と結 びつ いて い る とい う考 え方 もとれな くはな い よう

にみ え る。 た しか に 日本 の場 合 はE、Fの 石油 精製 業で転 職 回数が低 く、他 方大 企業 と し

ての安 定性 とい う点 で は同様 の要 素 を持 つ 、E石 油 とG電 器 との 問での比較 で は、装置 工

業 であ るE石 油 の平 均転 職 回数 が組 立工 業 であ るG電 器 のそ れ よ り少 ない(図3参 照)。

したが って、 ここか ら業態 と転職 回数 の結 びつ きを少 な くとも日本 の場合 は認 める こ とが
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で きるようにみえるのである。

しか し、ひるがえって中国の場合、北京B1絨 毯工場では同企業の他事業所(単 位)で

あるB2石 油精製工場 と業態は異 なるにもかかわらず、ほとんど変わ りない平均転職回数

を示 していることがグラフから見てとれる(図1参 照)。 したがって、ここでは業態の問

題 よりも、いわゆる中国企業の単位性(社 会保障体系的特徴 を色濃 く持つ企業としての性

質)、 とりわけ従業員の囲い込み(囲 われ込み)的 性質がここに関連 しているとみたほう

がよい。ただし、急いでつけ加えなければならないことは、ここでは国有企業という形式

的な経営形態が問題になっているのではないことに注意する必要がある点である。ここで

いう国有企業らしさは、法的にその企業の経営形態が国有かどうかではなく(対 象 となっ

た中国企業は法的にはすべて国有企業である)、前述 した 「単位性」 と結びついた従来型

国有企業的性質が人々の移動に関して重要な要素となっていると考えられているのである。

このことは中国企業にみられるような、単位的性格が一般に薄い、とかんがえられるベ

トナムの国営企業間の転職回数に関する比較をみるときによりはっきりしてくる。つまり、

同じ国営企業でもハノイの二つの国営企業と比べて、ホチ ミン市の国営染色企業では業態

の相違を考慮 してもなお、転職回数が多い。ハノイにおけるたばこ企業、機械製作企業へ

の聴き取 りで、これらの企業が中国の在来型単位性国有企業で感 じる印象と同様のものを

感 じたというわれわれの感覚を是とするならば、これは前述 した中国に関するわれわれの

分析 と整合的であり、それを支持する結果である。言い換えると、ホチ ミン市の国営染色

企業は大型の国営企業ではあるが、ホチ ミン市に立地していることにより、北部国営企業

と比較して、上述 した 「単位性」の点でかなり低いということである。企業への聴 き取 り

の結果、少なくともハノイを中心 とする北部ベ トナムでは従業員の`囲 われ込み型'国 営

企業経営が成立 していたことを示 していると想定され、単位的性格を持つ国営企業は中国

と同様に労働移動に関して重要な障壁を作ってお り、市場経済化の進展のなかでも中国同

様この特性がすぐにはなくならないことが示されていると考えられる。

そして、さらに聴き取 りの結果を一層加味すると、このことは中国とベ トナムの南北間

の地域的差異の問題が必ず しも同じ視点からのみでは理解されえないことを示唆 している。

つまり、中国の南北間の地域的差異が一般に資本主義的手法の導入時期の早さの点から

もっぱら理解されているのに対し、ベ トナムではそれに加え、社会主義の経験の長さとい

う一見裏返 しのようにみえるが本質的に別の要素が重要な役割を担っていると考えられる

のである。つまり、「社会主義の経験の長さ」 と言 う点で中国では南北ともに一定でかつ

相当の長さを持っていると考えられる。一方ベ トナムでは北部は戦時共産主義的経済運営

の時期が長 く、南部はそもそも社会主義的経済運営の時間的流れをほとんど持たなかった

という問題である。ことにホチミン市では社会主義の経験の期間が短 く、社会主義的秩序

感覚の日常生活への定着は少ないとみられ、国営企業でさえ中国国有企業的特性を持つに
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至 ってい ない と考 え られ るの であ る。咀一方で深士川の 国有企業 で は確 か に市場経 済 に適 応 的

な特徴 が北部 の企 業 に比べ て見 られ るが 、 また、深flilG設 の ように基本 と して従 業員 の

社 会保 障体系 と して の機 能 を色濃 く残 す企 業 が見 られた ので あ る。(こ の場 合 、市場 経 済

へ の適 応部 門 と して 、傘 下 の2級3級 企 業 に受 け持 たせ てい るこ とが聴 き取 りか ら発見 で

きた こ とであ る)

したが って 、以上 を要約 的 にい う と、転職 回数 につ いて よ く目につ く南 北の地 域的差 異

だ けでな く、それ と重 な りあ いなが ら、1.転 職 が常態 化 してい る地域 の 中で若年労働 力

に従業 員の構 成が特 化 し、低 い平均 転 職 回数 を示 す 人件 費節約 型労働 集約 的企 業(組 立型

工業 は典 型で あ る)、2.市 場経 済 化 と開 放政 策の施 行 が比 較 的早期 で 、 その関連 で転 職

が 多い地域 の労働市 場構造 に適 応 した企業 、3.従 来型の 国有企 業性 を依然 と して引 き続

き保持 し、低 い転職 回数 に象徴 され る囲 い込み型 の従 業員管 理施 策 を取 ってい る企業 、 と

い う転職経験 か らみ た三種 の企業群 が 中国、ベ トナム両調 査の 中 に存 在す る こ とが確 認 さ

れ るこ とになる。

さ らに、2000年 に行 った北 京 ・西安 調査 の 中 で は、「サ ー ビス ・金 融」、 「電 子 ・通 信」

とい う分 野の転 職 回数 が他 の分野 と比較 して明 らか に大 き くな って い る ことが わか る(図

4参 照)。 新興 か つ これか らの花 形 産業 分野 におい て労働 移動 が活 性 化す る とい う現 象 が

はっ き り見 て取 れ る。そ の意味 で 「国有企業 社会」 か ら脱脚 して 、中国 も 「当た り前」 の

社会 にな りつ つ ある(な った)と 考 え られ る。

b.転 職経 路 、元 の勤務 先

では、 こう した転 職 は どの ような経路 を経 由 して な され るの だろ うか。 こ こで は 「元 の

勤務 先」 を企業別 に見 てい くこ とで 企業 と転 職経路 の結 びつ きを考 える こ とにす る。 そ し

表2企 業別元の勤務先(中 国)企 業別元の勤務先(ベ トナム)

劃 艶 懸 鍵 饗 轟1農 業1鯉 実数 騨 瓢 嵩姦緊縷 系縢 諜 魏
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て、このことは労働移動 に関 して企業 というミドルレベルの社会次元でどのようなかたち

の障壁が存在するか、あるいはしないのかを検討することでもある。

表2が その結果である。この調査 を検討の対象とする限 りでは、中国の場合国有企業間

の移動が圧倒的優位性を占めていることが見てとれる。これは、中国企業社会のなかで従

来国有企業が量質ともに圧倒的な位置を占めてきたことにほとんどの部分を帰着させるこ

とができる結果である。その意味では世代内社会移動という点で、国有企業という強固な

障壁を持つセクターが中国社会の中に厳に存在 していることはまちがいない事実である。

しかもこうした障壁が優秀な従業員を選抜するという企業活動に普遍的に存在する論理で

はなく、分析的には国有企業制度とは区別されなければならない、中国独特の戸籍制度(都

市戸籍一農村戸籍の別)に 主な原因 を帰着 させえることは中国社会主義社会を研究対象に

しようとするものにとっては`常 識'で ある。その意味で今 なお国民の大きな部分を占め

る 「農民」にとって国有企業は、都市に住めるということと一体になった意味で社会的上

昇の大きな障壁をなす組織である。しか し、同時に現在の中国経済のリーディングセクター

をなす外資系企業からの移動が少なく、集体営 ・郷鎮企業からの移動 も前記の都市戸籍の

問題があるにせよ、大連A石 化、温州D集 団企業(ほ とんどが集体営企業か らの移動と思

われる)を 除いてほとんど見 られないのは、企業業績の点で国有企業が全体として芳 しく

なく、外資系や郷鎮企業に遅れをとっていることと関連づけて考えられるべき時がきてい

るのかも知れない。

さらに、北京 ・西安調査からは、この調査対象が国有企業従業員に絞られていないこと

から他のセクターから他の

表2-A経 営形態別元の勤務先(北 京西安調査)
実数t

行%}政 府機 関1国 有企 業 喋 体 営1三 資 企業1私 営企業1農 業1そ の 他

十 十 十 十 十 十

‡

国有企業;

21

集体営

丁
3

三 資企業

‡4

私営企業

‡5

株式会 社

十

i4202123

1.788.2521.3

十 十十 十

14

42.445

TT-T 十

171

.47.22.8

十 十 十

5

5Ei.

十

十

1

3.(1

十

4

「
f

3

つ
」

十

十

1

3.0

212

5.633.3

十 十

248617

43.614.510.930.9

十 十 十 十 十

十

1176313

2.441.514.67.33i.7

十 十 十 十 十

十

1

42

Column7269453133

Tota11.868.311.47.98.4

ρ
0

門
D

十

3

8

セ ク ターへ の移 動 もあ る程

度 つ か め る よ うに な った。

表2Aを み る と国有 企 業 へ

来 る労 働 移 動 は、 国有 企 業

か らの 移動 が ほ とん どで あ

る とい う構 造 は変 化 して い

な い こ とが わ か る。 しか し、

他 の セ ク ターへ の移 動 も国

有 企 業 か らの移 動 が 多 数 で

は あ る もの の 「集 体 営 は集

体 営 間」、 「三 資 企 業 は三 資

企 業 間」、 「私 営 企 業 は私営

企業間」 というある程度固 まりがある労働市場が存在することが推定 される。また、株式

会社に関しては私営企業従業員の移動がキャリアに関する一つのまとまりをなしているこ
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とが見える。国有企業が質量 ともに圧倒的な存在感を持っていた過去の企業社会の状態か

ら見て、国有企業が社員送 り出しの大セクターであることは当然のことであるが、一方で

労働市場の分化 も形成されつつあることが見いだされる。

これに対し、ベ トナムの場合は労働市場の分化がハノイとホチ ミン市という地域差と国

営一非国営という経営形態の差が重なるかたちで表面化 していることがわかる(表2ベ ト

ナム参照)。明らかにハノイ国営たばこ企業(経 営的に良)と ハ ノイ国営機械製作企業(経

営的にかな りの困難が推定 される)で は移動の意味する方向は全 く逆であることが予想さ

れるにせよ、国営企業間の移動が過半をしめている。意味が逆だというのは、機械製作企

業では施設、設備ともに老朽化 し、他の経営形態企業から望んでここに移ろうという人は

いないということと、他方、たばこ企業はハノイの国営企業の中では比較的業績が順調で

あるがゆえに既得権としての従業員身分が強調され、他からの参入は許さないという構造

ができていると考えられる。

一一方、ホチミン市の三企業、およびハノイの株式縫製企業は個人企業、自営業からの移

動が相対的に多いことによって特徴づけられる。これには、国民経済の中での国営企業の

圧倒的優位性がすでに崩れていたか、あるいは始めからなかったという事情が投影されて

いると考えられる。当然といえば当然だが、表面的には似ていても社会主義の期間と深度

の点で圧倒的な差がある中国とベ トナムでは労働移動における国有(営)企 業の障壁の高

低の中に国有(営)企 業の もつ社会的位置の差異が象徴され、ひいては社会主義的秩序化

への信頼に関する指標がかくされていると見てよいだろう。

c.転 職理 由

で は、 この こ とをよ り従業 員の 内面 か らの視 角 を取 り入 れ るかた ちで考 えるため に勤 務

先 を移 った人の変 更理 由か らこの問題 にア プローチ してみ よう。 ここでは実際 の調査 での

選択肢 か ら 「そ の他 」 を除 き、かつ 四つ の カテ ゴ リー にま とめ なお して表化 した ものか ら

出発 す る。表3が その結果 で あ る。 まず 目につ くこ とは、選択 肢 「経営状 況 の評 価」 を選

んだ人 々の割 合 に関 して中国 、ベ トナ ム双 方 とも南北 の地域 間で は っ き りした違 い をみせ

た こ とで あ る。 いずれ も南 部 の企業 で 「経営 状況 の評価 」 を選 んだ人 々の高 い割 合が 示 さ

れてい る。 これは、北部 の大型 国有企 業 で改 革 ・開放 政策以 前の 移動 の事 例 では 「経営 状

況 の評価」 とい う感 覚が そ もそ もなか っただ ろ うとい う事情 を差 し引 いて も、素直 に市場

経 済化 の進 展 の度 合 い を反映 して い る もの と見 て よいだ ろ う。 中国 にお け る深珊G建 設 は

政 府部局 の 「公 司化」 とい う政府 の政策主 導 に よ り成 立 した とい う企業 の成 り立 ち、お よ

び深珊 の企 業社 会の 中軸 をなす よ うな企業 で ある とい う企業 の性 質か ら、従 来の北部 大型

国有企業 と同様 の結果 を示す か とも思 われたが 、 こ こで は市 場経 済化 の強 い影響 下 にあ る

この地域 の特性 が強 く影 響 して いる と考 え られる。 この こ とか ら市 場経 済 に強 く志 向 した
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地域では転職 にかかわる基準 も市場経済化に適合 したかたちで順位付けされていることが

想定され、この意味で中国の北部 と南部では日常生活の行動を秩序化する基準が相当程度

異なってきていることが予想 されるのである。す くなくとも、深川のような都市では市場

性を抜きにして人々の社会的行動を論 じることは全 くできない段階にきていると思われる。

一方、このことの鏡像のような結果がベ トナムで出ている。すなわち、労働集約型とい

う企業本来の性質から、ハノイ株式縫製企業はホチ ミン市の企業と同様の転職理由として

「経営状況の評価」カテゴリーを選ぶ従業員の割合が多いという結果をみせてもおかしく

ない。しかし、意外 と 「経営状況の評価」へ落ちる割合は高 くなかった。 したがって、転

職理由としての 「経営状況の評価」項目への親和性は業種や、企業形態を越えて、ハノイ

とホチミン市の市場経済化の進展の度合いをよく反映 している指標だと考えれば理解でき

表3企 業別勤務先変更理由(中 国)企 業別勤務先変更理由(ベ トナム)

醗 鯉 羅 り欄 況舗鞍 曇響 翻 櫻 羅の槻翻禰劇会曇聾
t　 　 キ 　 　 　 キtf　 キ

大 連A;17;314}1111赫 ミン国171241891421201石 油 化
工148.618.6111.4」31.41;営 染 色13.8113.2148.9;23.1!11.Ol
t　 キ レ 　 　 　 tt　 　 　

北 京B117171712111ホ チミン市 営13115124;1218;

116.7116.7116.7150.Oll電 気 部 品14.8124.2138.7;19.4112.91絨 琶
　 　 　 　 　 　 キ 　 tキ 　

耳ヒ=京B2129110;11、2511ホ チミン13114}43;1919;石 油138
。7113.3114.7133.311個 人 縫 製;3.4115.9{48.9121.6}10.21

　 f　 レ 　 　 　 tキ 　 　 キ

温 州Ci1114;7i15{11)1ノ イ国1251117131141発 電128
.9!10.5118.4139.512.61営 た ば こ;36.811.5110.3;45.615.91

　 キ 　 ト 　 ロ　 　 キtt　 　

灘 暴集i215.4i17.7i濡}430.8i17.7i羅i5。37.Ol12.li79.5izoz7.oi11.4i
　 　 　 　 　 　 　 　 tt　 キ

灘 工i15.lii1742.5i4。16.Oi2.1鰻 鮮i12.1{12L5.5i612.812042.6{all
t　 　 イ 　 　 tキtナ 　 　

瓢 電i1034.5i26.9;1551.7iZ'6.9iColunmTotal8115.57514.41733.§14427.6458.6
t　 　 キ キ 　 Totalニ521

蓬裂Gi625.Oi4.ll25.601041.7i4.li
t　 　 キt　

Co工umn3828721〔 〕44

τotal29.79.524.335.11.4

Total:296

る結 果 なので ある。

さらに また、他 の選択肢 であ る 「組 織決 定」 項 目の選択 割合 は各企 業が社 会主 義政権 に

とって どの よ うな位 置 を与 え られ てい るのか を示す指 標 となってい る と考 え られる。 つ ま

り、中国 におい ては大型 の 国有企 業 は企業 とい う社 会的枠 を越 えて行 政、 あ るいは党運営

と0体 とな った重点 的複 合組織 で ある。 そ して、そ こで の職員 の企業 間移動 は、経 済 の計

画性 と も関連 して 日本 的な意味 での 「転社」とは社 会的文 脈 が著 し くこ となる 「で きご と」

にな って いる。 したが って、 そ こで の移動 は必然 的 に 「組織 決定」 に よる移動 が 高い割合

を占め ざる をえず 、実際 デ ー タ もそ の よ うな構造 を示 してい る。

とは い え、北 京B1絨 毯 企業 の結 果 は、 こ う した一 般論 と多 少異 なった もの に な ってい

る と考 え られ る。 つ ま り、 こ このみ が大型 国有企 業 、あ るい は温 州c発 電企 業 の ような有

力 国有企 業 との対比 で 「組織 決定 」 に よる移動 を選択 したサ ンプルの割 合 が低 く、か わ り

に住 宅問題や 夫婦 の別居解 消等 の 「生 活の利 便」 を理 由 にあ げた人が相 対 的 に多 か った点
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である。 このことは絨毯産業が市場性を最優先課題としつつある中国の産業構造 と産業戦

略のなかでその位置を後方に下げてきているということを間接的に表現しているものと解

釈できる。社会主義市場経済の進展の下で、こうした国有企業間の優先順位付けが実質的

に活発化 し、結果として大型国有企業間にも労働市場の伝統的構造の変動が起こっている

ことが予想されるのである。

他方、反対に深土川F電 子部品企業で他の南部企業 と相違 して 「組織決定」による移動項

目が高い割合を示 している点は、この企業が四川省に本拠を持つ企業で職員層はそちらか

ら任命されてくるというこれまた、中国社会主義の企業事情を反映していると思われる。

したがって、当然のことではあるが、深馴F企 業では`落 下傘的に'親 企業か ら降 りて く

る職員 と四川省から来ることはあるが自由度のない単純労働に従事する…般工員との分離

度は高いと考えられる。さらに、誤解を恐れずにいえばこのような分離が 「聖なる天蓋と

しての社会主義」の名の下に社会問題化されえない構造ができあがっていると考えられる。

他方、ベ トナムの場合、「組織決定」による移動項目への選択はハノイの国営企業が他

の企業に比べてかなり高い割合を示 していることに特徴が見いだされる。特にハノイ国営

機械加⊥企業は視察と聴取調査から老朽化 した施設と設備による企業業績の伸び悩み(あ

るいは減少 と言って もよい)に 悩 まされていることがはっきりしてお り、そこでの従業員

の移動は経営上の問題を解決するための、いわゆる 「送 り込み」的なものが多くなり、こ

のことが 「組織決定」による職員層の移動の相対的多さと結びついていると考えられる。

そうじて、社会主義社会での労働移動は、社会主義市場経済化以前の企業社会のなかで

は、国有企業が中心を占める産業構造が強固なゆえに、公的機関、公的組織の事情による

移動が労働移動の第…義 的位置を占め、他には 一般労働者の移動 として生活上の問題解消

が主眼となるものが続 く程度であったと考えられる。そして、市場経済化はこうした労働

移動の構造 に風穴をあける現象の つ といえる。中国南部では転職する人の中で、企業の

「経営状況」を考慮 して転職する人の割合が三分の一から二分の一あり、ベ トナムのホチ

ミン市でも転職を経験する人の中で約半数の人々が 「経営状況」を理由として転職する構

造ができてきている。このことは、社会主義社会の市場経済化が持つ社会的帰結を論ずる

ときにゆるがせにできない論点である。

また、もう…点ベ トナムホチミン市の企業群において、転職理由として 「人員整理等」

を挙げる人々の割合が高くなっていることも従来の社会主義イメージを考慮するとき注目

に値する現象である。中国においてもこの選択肢に落ちるサンプルがわずかであるが出て

きていることは注目すべ きであるが、ホチミン市の場合、それが転職理由全体の10%を 越

えていることはこの地域の社会主義的秩序化の構造 を考える際にゆるがせにできない数値

である。この数値をみるかぎり、ホチ ミン市地域の社会主義は、定着はおろかその平時的

展開さえおぼつかないものだったと考えざるをえない。企業での聴取調査での印象からい
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えば純 度が高 い社 会主義 的手法 がか な り強 固 な枠 組 み を もって 人々の 日常生 活の 中 に浸透

して きた期 間はい わゆ る解 放以後 長 くて も5、6年 、短 く見 積 もれ ば3年 程度 だった と考

え られる。 この期 間の短 さが ホチ ミン市地域 の 人々 の社 会 的行 動 のあ り方 を大 き く枠 づ け

てい る ことは まちが い ないだ ろ う。

中国工 会調査 のみ の デー タで あ るが元 の勤 務先 の職位 と現 在の勤 務先 の職位 をク ロス さ

せ た もの を見 る と、職位 を把 握す るの が難 しい ため ラ フな集計 で あ るが 、一般労 働者 に関

して は70%が 同等 の一般労働 者 の ま まであ る し、班 ・組 長 レベ ルで62%が 同等 以下 の職位

につ いてい る ことが わか る。逆 にい えばそ れぞれ30%、38%の 人 々が一・定 の上昇 を経験 し

てい る ことになる。逆 に中層 管理者 や上級 管理 者 で は職位 の下 降 も見 られ るが 、 この結 果

は概 して この時 点の 中国企業 社会 の膨張 してい る有 り様 を伝 えて いる と考 え られ る。

で は、 この ような構造 は、2000年 の北 京 ・西 安調査 で は どの よ うな変化 を見せ て いるの

であ ろ うか。表3-Aを み る と、1995年 か ら2000の5年 間に明 らか に 「経 営状 況 の評価」 を

転職 理 由 に挙 げる人が増 えてい る ことが わか る。 この調査 は北 京 ・西 安調査 なので北方 の

企業 の特性 が 出てい る こ とが 多い とみ られ るが 、5年 前 の調査 で は南 方企業 に見 られ た よ

うな%が 「経 営状 況 の評 価」 に現 れて いる。5年 の タ イム ラグ とい うの は我 々の実 感 とそ

れほ ど違 わ ない数 字 であ る。 また、 と りわけ 「サ ー ビス ・金融」、 「電子 ・通信 」業 種 にお

いて 「経営状 況 の評価」 を上 げ る人が多 か ったの は、 きわめ て 自然 な感 じを受 ける。活性

化 して いる、あ るい は先 端の業 種 であ る、 とい うこ とが転職 理 由 には っ き りと現 れて いる

と見 て 良い だろ う。

表3-A業 種別元の勤務先変更理由(北 京 ・西安調査)

実数1職 場の 経 営状 況 生活 長

行%1組 織決 定 燗 題1の 評価1の 利便1そ の 他

119+9+44+51+9

一 膿 造 業;14.46.833。338.66.8

17+8+19÷18+

建 築.開 発'12.514.333.932.17.

113+8+56+24+11

サ ー ビス ・金 融}11.67.150.021.49.8

111+4+17+17P+1

エ ネ1レ ギ ー 等;22.。8.。34.。 〔34.。2.。
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2126

紡 績.縫 製18.29.118.254.5

十 十 十 十 十

ColuInn54371571232f>397

Tota113.69.339.53106.5100.0

一 方で また
、「紡 績 ・縫 製」

業種 で 「生 活上 の利便」 が高

い数値 を出 してい るのは、 こ

の業種 が おか れてい る産業構

造上 の位 置 が、5年 前 の調査

とほ とん ど変 わ らない ことを

示 してい よう。表3-Aは 「経

営 状況 の評価」 の 数値 を軸 に

して読 み とる と中国の産業 構

造 の階層 性 を労働 移動 とい う

観 点 か ら示 して いる こ とにな

る。 さらに 「組織 決定」 の現

象 は中国 国有企 業 の国有性 の

激 減 をは っ き りと示 してい る

もの とい える。
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ているとかんがえられるのである。 この場合、前記の第1パ ター ンは 「人事部門による通

常の人事異動」、「労働部門の正式な従業員募集」、「学卒時の分配」の3項 目に落ちるサ ン

プルの割合、お よび 「企業内職業学校(技 工学校)」、「軍隊復員」項 目へ入る人々の存在

という2方 向か らの相似性 によって特徴づけられる。これらの企業はみな大型、あるいは

国策的な有力国有企業であり、生活と企業活動が一体となった中国的 「単位」である。こ

れらの企業のリクルー ト経路の大半が従来の中国企業社会で通常のものであったことは企

業の性質から言って当然であろう。ただ、つぎの三点は確認 しておきたい。一つはこれら

の企業にみられ、南部の企業にはない 「軍人復員」、「技工学校」経路の存在である。これ

らの経路の存在はこうした企業が国策的企業であ り、かつ独自の企業内職業訓練校を持つ

大型国有企業であることをよく表 している。

第二に「父母の替わり(頂替制度)」による入社が大連A石 油化工を始め として第一パ ター

ンの企業群、および温州D企 業に見られる点がある。頂替制度は退職 した親の替わ りに子

供のうちの一人が優先的に当該の企業に入社できる中国企業社会独自の制度であった。こ

のような制度の存在は中国企業社会の中心である 「単位」が社会保障体系の機能を色濃 く

持つものであることの証拠であるが、「単位」の世襲化等の問題が指摘 され、制度として

は中央 レベルで一九八六年に禁止されている。 したがって、現在の時点ではこの制度を経

由して入社 してくる新入従業員はいないことになる。しかし、ここでの問題はこうした「頂

替」制度が法的に禁止されたことではなく、このような制度を使った入社経路が相対的に

多いという従業員の労働移動上の現象と当該企業の性質がどのように結びついているのか

である。たしかに社会移動の観点からみれば頂替制度禁止通達が示 しているようにこのよ

うな制度を経由した従業員の存在は当然 「単位」の世襲化や家族化の問題を提起 し、`社

会主義的階層構造'の 事実的固定化 を引 き起 こす要因であるといえよう。 しかし、もう一

点このような制度に象徴 される中国社会主義的企業=工 作単位の もつ社会保障機能への着

目も重要である。そして、なかでも他の企業との比較で頂替入社の割合が相対的に多い大

連A石 化、お よび温州D企 業の社会保障機能が注目されるのである。

大連A石 化企業の 「頂替」に入るサ ンプルの多さは、まずは中国東北部という大型国有

企業の0つ の拠点あるとい う地域的特性に帰着させることができる。 しか し、他方同種の

企業である北京B石 化企業 との比較では設立年の古さにも帰着させることができ、このよ

うな視点からの説明は、国有企業の社会保障機能に関する0般 的議論の範疇 に入る もので

あろう。しかし、温州D集 団企業の場合は設立年 という要素から0般 論 に解消 させ るより

も、灯具製作企業を中核とした企業で、周辺の経営危機に陥った各種企業を吸収合併する

かたちで伸びてきた企業であること、つまり、「単位」の福祉的機能について特別の配慮

をせざるをえない企業の独自的性質がここに投影 していると考えられる。聴取調査の際、

ここでは従業員の福祉 と社会保障を重視する 「社会主義型企業」であることがしばしば強
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調 された。 また、 この企業 で 「企業 合併 」 に よる入社 だ と敢 えて記 入 した 人が一 人にせ よ

存在 す る ことは こう した文脈 を補強 す るデー タであ る。

さ らに、 これ ら 「頂替」 入社 項 目を選択 した人 たちの年齢 を調べ てみ る と、大連Aで20

代 三名、30代 一一八 名 、40代 二 名、50代 … 名、他 の企 業の場 合 はほ とん ど30代 の 人々で 占め

られ てい た。20歳 代 入社 の場 合 、「頂 替」 は制 度 的 には無 理 であ るが 、少 な くと も彼 らの

意識 で は頂 替 入社 と意識 されて い るこ とになる。大 型国有 企業 が集 ま り、市 場経 済化 に対

して、南部 に遅 れ を と り、経 済的 に上昇 の きっか け に乏 しい東北 部 の状 況 を映 し出 してい

る結果 と考 え られ る。

第 三 は北 京B1絨 毯 にお い て 「労働 部 門 の正式 な従業 員募 集」 経路 の選択 割 合の 多 さで

あ る。 これ は石 油化工 とい う技術 系企 業 に対 し、織物 とい う工 程 のあ り方 が反映 して い る

と考 え られ る。つ ま り、従 業員 の 中の技 術者 と一般 作業 員の構 成比 の相違 に帰着 させ るべ

き現 象であ る。そ して、 この場 合、労働 移動 の観点 か らは 、中国企 業社 会の従業 員募集経

路が 制度 的 に分化 され、(職 員 、技 術者 層 は 人事局 、 一一般 労働 者 層 は労働 局 が担 当)そ の

分化 が企 業 の業種 と重 な りあ いなが ら就業者 全体 の分化 につ なが って いる こ とが注 目され

る点 なので あ る。

一 方
、南部(温 州D発 電 企業 を含 む)の 企業 では 「通 常 の人事異 動」 の割合 が 目立 つ三

企業 と 「友 知 人紹 介」、「親族紹 介」経路 が相 対 的 に多 い深}川F企 業 の2つ のパ ター ンがみ

られ た。前三 者 に関 して 、「通 常 の 人事 異 動」 や 「学 卒 時 の分 配」 経 路 が大卒 者 、技術 者 、

中堅幹部以 上層 に対 応す るカテ ゴ リーで あ るこ とか ら、直接 には これ ら企業 か らのサ ンプ

ル に前記 の層の 人 々が 多い こ とを示 して い るにす ぎない。 しか しそれ以 上 に これ ら企 業の

性 質 と成 り立 ちに この結 果 の要因 はあ る と考 え られ る。つ ま り、それ ぞれ深川E工 作 機械

は企業 の性 質上技術 者 が 大い こ とに、温州D企 業 は企 業合併 とい う前述 した理 由か ら幹部

層 の異動 が多 い ことに、 また、深土川G建 設 は市 の部局 が企業 化 した企業 で あ り、結果 と し

て市の職 員が その まま横 滑 り的 に従 業員 化 した企業 であ る とい う理 由 にこの結 果の原 因が

求め られるの であ る。 そ して、温州D灯 具 企 業、お よび深士川G建 設企業 は改 革 ・開放 政策

の展 開以 降の 中国社会 で企業 が成立 して くる時 の典型 の一種 を示 してい る点 で注 目に値す

る。 と くに深土川G建 設企業 では む しろ市場経済化 の進展 や企業改革政策 の展 開に`の って'

従 業員 身分の新 た な分 化 を とお してL層 従 業 員層 の 国有企 業従業 員 身分の確 保や連続 性が

図 られてい る可 能性 が あ る。 そ して、 この よ うな社 会移動 のあ り方 もまた、現 代 中国社 会

の 中での移動 の一一一典型 をな して い る と考 え られ る。

また、 これ ら企業 で深埆F電 子 部品 と比 べ て…般労 働者 募集 の通常経 路 であ る 「労働部

門の正式 な従業 員募集 」 の割 合が 高 い こと も示唆的 であ る。つ ま り、 これは南部 企業社 会

の 中で深 堀F企 業 と他 の三 企業 は異 な った 「社 会 的位 置」 を占めて い る とい うこ とを示唆

して い るデ ー タで あ り、深 川F企 業 では 一般労 働者層 の 多数 は身近 な 人々の コネ クシ ョン
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を通 して就職 機会 を得 てい るこ とにな る。 この こ とはい わゆ る 「コネ社 会 と して の中国」

と言 うよ くいわれ る文脈 か らは異 な った脈絡 で語 られな ければ な らない現 象 であ る。一般

に中国社会 で はいわゆ る 「幹部」 層 と一般労 働者 層 の分離 は少 なか らず指 摘 され る こ とで

あ るが、 しか し、 ここで明 らか になって きた こ とは、北 部 国有企業 や三 つの南 部企業 でみ

られるそ う した従来 型 の分 離 では な く、一般 労働 者層 と して社会 主義 的秩 序化 の枠 内 にあ

り、その保護 の下 にあ る`認 知 された労働 者'と は別 に、その ような枠 内 にない`影 の よ

うな労働 者'が 企業 の種 別 と重 な りなが ら中 国社 会 の中 に発 生 して きてい る とい う実 感 を

裏付 け る もので あ る。深flilF企 業 の就 職 ルー トの デー タは、生活 共 同体 的=社 会保 障体系

的 国有 企業 と しての従業 員管理 の あ り方 に起 因 して 、従業 員募集 が公式 の ルー トか らはず

れて コネ クシ ョンが幅 を利 かす 、 旧来型 の労働市 場 のセ クター化 とは別 の意味 の セ ク ター

化 が中国社 会 に発 生 しつつ ある こ とを示唆 してい る。 つ ま り、農 村労働 に対 す る都市 労働

の実 入 りの良 さ故 に、周辺 的労働 者 として`影 の ような労 働者'が 主 役 とな る、コ ネクシ ョ

ンを中心 と した、 ア ンダー グ ラウ ン ド化 した 「労 務市 場」 が形成 されてい る こ とが確 認 さ

れるので あ る。

さらに、 この ような構 造 に関 しては表5か らベ トナ ムで も同様 な構造 が あ るこ とが わか

る。つ ま り、ハ ノイ国営 二企業 におけ る通 常経路 で の従業 員 リクル ー トの多 さ、 な らびに

ホチ ミン市 国営染色 企業 で の一般労働 者層 募集 にお け る通常 ルー トの多 さ と対 比 され るか

た ちでハ ノイ縫 製、 ホチ ミン市 営電 器部 品、 ホチ ミン市個 人縫製 の三企 業 にお ける 「友知

人、親族紹 介」経路 の多 さが 中国 と同様 の構造 の存在 を示 してい る。 中国社 会主義 社会 と

ベ トナム社 会主義 社会 は多 くの点 で異 な って お り、社 会意識 の点 で は特 に同 日に論 ず る こ

表6企 業別就職のルー ト(北 京 西安調査)と は で きないが・

1通 常の 正規の 市場 経 済化政策
実数1父 母の 人事 従業員 学卒時 知友人 親族 新聞 職安 軍隊 企業内訓 練樹 の 進 展 と 軌 を 一;その他腹 員行%1替わ り!異動 募集{分配1紹介1紹介1広告1紹介

一斗 十 十 十++++++++

54;75;1871111

10.`J;14.6'36.312.11搬 製諜i

9.29

建 築.開 発i5.6;17.9'

1_#8'4。1

サ0ビ ス ・金 融13.3'16.引

1_+8251

エ ネル ギ_等i5.4'16.8

3.12

電 子.通 信i3.2'12.6'

†++

農 業i28

†_+5'_+4`

繍 縫 製i13.2'10.547
十 十 十

Column871854

Tota17.215.334

1渕2113;124;5'51に す る 企 業 改 革

461-一f35-一f177161一f2'21_+4'誹 の 深 化 と も に 労

28.4
-一一一一+21・6110.5;一 一+4.3-一一+3・711・2'_+1・2'_+2・5'_+3'11働 移 動 と 企 業 特

81

33.5.1411i3213.2104.1187.43.li1.464'1.7性 と の 関 連 で1ま

　 　 　 キ キ キ 　 　 　

総14αg12'1'1'3'4'か な りの 相 似 形

37.6.26.816.011.31.71.712.o'2.71

+++++++++を み せ る構 造 を

2812716'4;51a'21

29512&41&314・215・3'
_+8.4-一 一+++2・1'一+持 っ て い る こ と

2'

6'3'42.9.1'14.314。1'3に な る ・

8171_+2'i++_+1'_+1'+1ま た 、 こ こ で

4118.4
-一+5・31++2・6_+2'6'一+,+も 北 京.西 安 調

82768'736412591227

622.87.23.03.42.1・71・02・2査 と 対 比 し て み

一37一



「奈良大学情報処理セ ンター年報No .12」

る。表6の 業種 別 でみ る と5年 前 の結 果 と際 だった差 は はっ き りして こない。た だ し、「電

子 ・通 信」 分野 で の 「学 卒 時分 配」 の 多 さは、工 会 調査 にお け る北 京 のB2石 油会 社 、温

州 のC発 電 会 社 と同様

表7経 営形態別就職のルー ト(北 京西安 調査)

護
i
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Column87185×182768736412591227

Total7.215.334.622.87.23.03。42.1.71.02.2

通常の 正規の

父母の へ事 従業員 学卒時 知友人 親族 新聞 職安 軍隊 企業内

替わり1異動 暮集1分 配;紹 介1紹 介1広 告1紹 介;そ の他1復員1訓 練校1
-一f

7615。1325t-一 一+229.一 一f25ｺ一 一f131。1_+6'_+7111-一f22

8.7117.2137.2;26.2}2.911.511.11.71.8'L312.51

†
I

I

I

†
i

i

i

十

に高度の技術 力 を必要

とす る分野 における従

業員募集のあ り方を表

していることは確かで

ある。(た だ し、最近は

い わゆる分配は機能 し

ていない と考えて良い

ようである)し か し、

他 方表7の ように経営

形 態別で見 る ととりわ

け三資企業 といわれる

外資系企業の従業員募

集 の特 異性 が 際 だって くる。 つ ま り、「新 聞広 告 」 が24.5%と もっ と多 く、他 の経営 形態

と大 きな差 を見 せ てい る。 また、私 営企 業で は知 人、友 人紹 介が24.7%を 占め 、中国 にお

ける私有 企業 の特 質 が示唆 され てい る。 さ らに、株式 会社 にお い て も知 人、友 人紹介が 多

く、 かつ私営企 業 に比べ て通 常 の人事異動 が 多 く、かつ 、新 聞広 告 も一定 の割合 を占める

と言 うことか ら、株式 会社形 態の企 業が か な り雑多 な色彩 を持 つ企業 群 の束 として存在す

るこ とを想定 させ られ る。 国有企業 か らの転換 、私営 企業 的 人事 管理 策、 な ど非常 に複雑

な色合 い を併せ持 ってい る ことが想 定 され よ う。
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3.む すび

以上 、1995年 の 中国沿 海部 、2000年 の北京 ・西 安 、お よび1996年 のハ ノ イ、 ホチ ミン市

とい うベ トナムの2大 都市 の企業 におけ る調 査 か ら転職 回数、転職 ルー ト、転 職理 由、就

職 ル ー トの デー タを分析 した。 その結 果経 済、企 業改 革や市場 経 済化 の進展 につ れ、労働

市 場、 お よび従 業員 の労働 移動特性 か らみ た企業特 性 の点 で、従来 社会 主義社 会が あ ま り

想 定 してい ない よ うな事象 が出 て きてい る ことが検 証 され た。 これ らの知見 は社会主 義的

企 業社会 の転換 の 中で当然起 こって くる もの であ ろ うが 、 それ を初 歩 の段 階 にせ よ確 認で

きた こ とは意義 があ る と考 える。 この結果 を うけて、労働 移動 の有無 の体験 が どの ような

従業 意識 に結 びつ くか は今後 の課題 と したい。

注

1.た とえば参考文 献5参 照

2.純 粋 な農民 は国民 の半 数 を切 ってい る と考 え られ る。農民 が 多い ように見 えるの は都

市戸籍 と農村戸 籍 の区別 に起 因 し、農 村戸 籍で も実際 につ いて い る職業 は農 業で は ない

人 々が 多数 出て きてい る。 参照文 献1参 照

3.選 択肢 に 「解 雇」 は載せ たが 、実際 に選択 され るこ とは中国 、ベ トナム両調査 ともに

なか った。
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